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複雑な振動モード形状を有する鋼鉄道橋の高次部材振動モードは，沿線騒音や疲労などと関連する可能

性があるが，センサ数や同期精度の制約から断片的にしか分析できていない．本研究では，現地で実施可

能な少ないセンサ数での鋼鉄道橋の高次部材振動モードの同定法として，多点加振と相反定理を利用した

手法を提案するとともに，鋼鉄道 I 桁橋の各部材への適用を通じて有効性を検証した．また，計測機器間
の同期誤差を低減する伝達関数の位相基準化手法を併せて提案し，複雑な振動モード形状の高精度な同定

を試みた．提案手法を各部材に適用し，約 1000Hz までの振動モードの固有振動数，振動モード形の同定
を行った．得られた各部材のモード特性は既存の多点計測手法の結果と精度よく一致することを示した．  
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1. はじめに 
 
鋼鉄道橋は，古くから標準的な鉄道構造物として建

設・供用されるとともに，長大橋や狭隘箇所など特殊条

件下でも広く利用されてきた 1)．一方，レールを鋼橋で

直接支持するレール直結式（鋼橋直結軌道）の無道床鋼

鉄道橋は，沿線騒音が比較的大きい場合があるとともに，

鋼鉄道橋の振動に起因する構造物音の騒音への寄与も指

摘されている 2)．ただし，その振動数は 200～2000Hz 程
度とこれまで構造振動分野で対象とされてきた領域をは

るかに超える 3)．また，騒音とは異なるが近年では鋼鉄

道橋部材の疲労損傷に対しても 400Hzを超える振動の寄
与が指摘されている 4)．このため，高周波の鋼鉄道橋の

振動性状の解明は高い実務的要請を有する．200Hz を超
えるような部材レベルの高次振動モード（以下，高次部

材振動）は局所的かつ非常に複雑な振動モード形状を有

するため，実測によりこれを同定する場合，膨大な数の

センサが必要となる 3), 5)．しかし，現地計測における厳

しい時間的・空間的制約からその実現は容易ではない．

また，高い振動数では計測機器間のごくわずかな処理時

間の差が同定結果に影響するが，この点についてはこれ

までほとんど検討されてこなかった． 
本研究では，今後，鋼鉄道橋の構造物音の発生メカニ

ズムや高周波振動の疲労損傷への寄与を検討するための

基盤技術として，現地計測で適用可能な高次部材振動モ

ードの同定手法の構築を目的とした．具体的には，マク

スウェルの相反定理 6)を利用し，センサ設置の代わりに

加振を行い，少ない計測点で複雑な高次部材振動モード

を同定する．また，機器間の時刻同期誤差を相殺する位

相基準化手法についても合わせて提案する． 
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2. 検討方法 
 
(1) 対象構造物と計測概要 

図-1に対象とした鋼鉄道 I桁橋を示す．対象橋梁は桁
長 13mの 2主鋼 I桁形式であり，締結装置が鋼橋上フラ
ンジに設置されたレール直結型（鋼橋直結軌道）の無道

床鋼鉄道橋である．本研究では鉛直補剛材で区切られた

領域をパネルと呼び，図-1中に示す 1パネルを高次部材
振動モードの同定対象とした．図-1下図に示すように 2
つの締結装置が当該パネルの上フランジ橋軸方向両端に

設置されている． 
図-2に当該パネルの高次部材振動モードを同定するた

めの加速度計配置を示す．センサは圧電素子型加速度計

（PV85，PV95：リオン社製）を用いた．PV95 は締結装
置近傍のレール下フランジに，PV85 は鋼橋上フランジ，
ウェブ，下フランジにそれぞれ設置した．なお，提案手

法の適用のみであれば加速度計は任意の 1点のみでも問
題ないが，既存の多点計測に基づくモード同定法との比

較による精度検証のため，図-2の加速度計配置とした．

なお，以降の章で利用する計測点には図-2のチャンネル

番号を付与している． 

図-3にインパルスハンマによる加振箇所の配置を示す． 
加振は小型インパルスハンマ（086C01：東陽テクニカ）
を利用し，内蔵されたロードセルにより各部材の応答と

ともに加振力を計測した．  
PV85 で観測された信号はプリアンプを介して，PV95

およびインパルスハンマで観測された信号はチャージア

ンプを介して，いずれも同じ AD変換器に入力され，サ
ンプリング周波数 10kHzでノート PCに記録される．な
お，すべての信号は同じタイミングで AD変換されるが，
AD 変換よりも上流のプリアンプ・チャージアンプ間の

処理時間のごくわずかな差に起因して，収録波形にはご

くわずかな時刻同期誤差が生じる．100Hz を超えるよう
な高次の部材振動モードの同定では，このような時刻同

期誤差が結果に大きい影響を及ぼす．本研究では多点加

振と相反定理に基づく同定手法のほか，このような時刻

同期誤差の低減処理手法（位相基準化）を提案する． 

 
図-2 加速度計配置 

 
図-3 加振箇所 

 
(2) 相反定理を用いたモード同定手法 

a) 伝達関数と振動モード形の関係 

マクスウェルの相反定理 5)は，古くから知られている

ものの，その理論の定式化はあまり示されていない 6)．

したがって，多少冗長ではあるが，以下に伝達関数に基

づく同定法を定式化したうえで、マクスウェルの相反定

理を導入し，多点加振による同定法を定式化する． 

物理座標系における𝑁自由度の運動方程式は次式のよ

うに表現される．ここでは比例減衰系を仮定している． 

𝐌𝐮̈ + 𝐂𝐮̇ + 𝐊𝐮 = 𝐟 (1) 

ここで，𝐌 ∈ ℝ𝑁×𝑁は質量行列であり，𝐂 ∈ ℝ𝑁×𝑁は減

衰行列，𝐊 ∈ ℝ𝑁×𝑁は剛性行列，𝐮 ∈ ℝ𝑁は変位ベクトル，

𝐟 ∈ ℝ𝑁は外力ベクトルをそれぞれ表す．式(1)の変位ベ
クトル𝐮を 

𝐮 = 𝚽𝐪 (2) 
によりモード座標系に変換する．なお，𝚽 ∈ ℝ𝑁×𝑁 は固

有モード行列であり，𝑟次のモードベクトル𝛗𝑟 ∈ ℝ
𝑁に

より，𝚽 = [𝛗1, 𝛗2, ⋯ ,𝛗𝑟 , ⋯ ,𝛗𝑁]と表される．また，

𝐪 ∈ ℝ𝑁はモード変位を表す．質量正規化したモード座

標系における𝑟次の運動方程式は式(3)となる 6)． 
𝑞̈𝑟 + 2𝜁𝑟𝜔𝑟𝑞𝑟 + 𝜔𝑟

2𝑞𝑟 = 𝛗𝑟
𝑇𝐟 (3) 

ここで，𝜁𝑟，𝜔𝑟はそれぞれ𝑟次のモード減衰比と固有円

振動数である．上付き𝑇は転置の操作を表す．式(3)を， 

𝑋(𝜔) = ∫ 𝑥(𝑡)𝑒−𝑖𝜔𝑡𝑑𝑡
∞

−∞

(4) 

で表されるフーリエ変換により𝑡の関数である時間領域

から𝜔の関数である周波数領域に変換すれば，𝑟次の周
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図-1 対象構造物の概要図 
 

(a) 側面図 

(b) 上面図 
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波数応答𝑄𝑟(𝜔)は，以下の式(5)となる 6)． 

𝑄𝑟(𝜔) =
1

𝜔𝑟
2 − 𝜔2 + 𝑖 ∙ 2𝜁𝑟𝜔𝑟𝜔

𝛗𝑟
𝑇𝐅(𝜔) (5) 

ここで，𝑖は虚数単位である．また，任意自由度𝑚（以

下，加振点）を周波数特性𝐹𝑚(𝜔)で加振した場合を考え

る．この時の物理座標系における任意自由度𝑙（以下，

計測点）の変位の周波数応答𝑈𝑙は，式(2)および式(5)か
ら以下の式(6)となる． 

𝑈𝑙 =∑
𝛷𝑙𝑟𝛷𝑚𝑟

𝜔𝑟
2 − 𝜔2 + 𝑖 ∙ 2𝜁𝑟𝜔𝑟𝜔

𝐹𝑚(𝜔)

𝑁

𝑟=1

(6)
 

ここで，𝛷𝑙𝑟は行列𝚽の(𝑙, 𝑟)成分を表す．同様に計測点𝑙

における加速度の周波数応答𝐴𝑙は以下となる
6)． 

𝐴𝑙(𝜔) = −𝜔
2𝑈𝑙(𝜔)

=∑
−𝜔2 ∙ 𝛷𝑙𝑟𝛷𝑚𝑟

𝜔𝑟
2 − 𝜔2 + 𝑖 ∙ 2𝜁𝑟𝜔𝑟𝜔

𝐹𝑚(𝜔)

𝑁

𝑟=1

(7) 

また，伝達関数の 1つであるアクセレランス𝐺𝑙𝑚(𝜔)は 

𝐺𝑙𝑚(𝜔) =
𝐴𝑙(𝜔)

𝐹𝑚(𝜔)
=∑

−𝜔2 ∙ 𝛷𝑙𝑟𝛷𝑚𝑟
𝜔𝑟
2 − 𝜔2 + 𝑖 ∙ 2𝜁𝑟𝜔𝑟𝜔

𝑁

𝑟=1

(8)
 

となる．すべての計測点 𝑙 = 1,2,⋯ ,𝑁に関して𝐺𝑙𝑚(𝜔)

が得られているとし，隣接モードの連成は無視できると

仮定する．この時，𝑟次モードの固有振動数（𝜔 = 𝜔𝑟）

近傍では，伝達関数𝐺𝑙𝑚(𝜔𝑟)とモードベクトル𝛗𝑟が式

(9)の関係として得られる． 

{
 
 

 
 
𝐺1𝑚(𝜔𝑟)

⋮
𝐺𝑙𝑚(𝜔𝑟)

⋮
𝐺𝑁𝑚(𝜔𝑟)}

 
 

 
 

= −
𝛷𝑚𝑟
𝑖 ∙ 2𝜁𝑟

{
 
 

 
 
𝛷1𝑟
⋮
𝛷𝑙𝑟
⋮

𝛷𝑁𝑟}
 
 

 
 

(9)
 

式(9)の右辺の係数−𝛷𝑚𝑟/(𝑖 ∙ 2𝜁𝑟)は定数である．モード
ベクトルは各計測点間の相対的な振幅・位相の関係を表

す量であるため，式(9)より，𝜔 = 𝜔𝑟の時の伝達関数を𝑟

次のモードベクトルと見なすことができる． 
b) 多点計測への変換 

多点入力多点出力システムの加速度の周波数応答は，

伝達関数を用いて次のように表される 6)． 

{
 
 

 
 
𝐴1
⋮
𝐴𝑙
⋮
𝐴𝑁}
 
 

 
 

=

[
 
 
 
 
𝐺11 ⋯ 𝐺1𝑚 ⋯ 𝐺𝑙𝑁
⋮ ⋱ ⋮ ⋮
𝐺𝑙1 ⋯ 𝐺𝑙𝑚 ⋯ 𝐺𝑙𝑁
⋮ ⋮ ⋱ ⋮
𝐺𝑁1 ⋯ 𝐺𝑁𝑚 ⋯ 𝐺𝑁𝑁]

 
 
 
 

{
 
 

 
 
𝐹1
⋮
𝐹𝑚
⋮
𝐹𝑁}
 
 

 
 

(10)
 

マクスウェルの相反定理 5)により，伝達関数に次の関係

が成り立つと仮定する． 

𝐺𝑙𝑚(𝜔) = 𝐺𝑚𝑙(𝜔) (11) 

式(11)は伝達関数が対称行列になる，すなわち，加振点
𝑚と計測点𝑙を入れ替えてもアクセレランスは等しいこ

とを意味する．また，式(11)は𝑙 = 1,2,⋯ ,𝑁としてベク

トルで表記すると次のように書き換えられる． 

{
 
 

 
 
𝐴1/𝐹𝑚
⋮

𝐴𝑙/𝐹𝑚
⋮

𝐴𝑁/𝐹𝑚}
 
 

 
 

=

{
 
 

 
 
𝐴𝑚/𝐹1
⋮

𝐴𝑚/𝐹𝑙
⋮

𝐴𝑚/𝐹𝑁}
 
 

 
 

(12)
 

式(12)は左辺が単点加振・多点計測，右辺が多点加振・
単点計測に対応しており，両ケースで得られる伝達関数

は等価となる．これにより，多くのセンサを設置する代

わりに，これらの箇所を加振すればよいため，時間的・

空間的な制約の厳しい鉄道橋の現地計測でも適用可能な

レベルに作業量を低減できる． 
c) 固有振動数の同定方法 

固有振動数は，計測波形のスペクトルのピーク振動数

を読み取ることで同定される 6), 7)．本研究では計測情報

として加振力が得られる．また，後述するように，加振

力の周波数特性は比較的フラットであるため，式(12)に
示す伝達関数のピーク振動数を読み取ることで，固有振

動数を同定することとした． 
 
(3) 伝達関数の位相基準化 

同定された振動モード形の振幅と位相の算出には，式

(12)の絶対値および偏角を以下の式(13)および(14)で計算
する必要がある． 

振幅：|𝛷̂𝑙𝑟| = √Re(𝛷̂𝑙𝑟)
2
+ Im(𝛷̂𝑙𝑟)

2
(13) 

位相：𝜃̂𝑙𝑟 = tan
−1{Im(𝛷̂𝑙𝑟)/Re(𝛷̂𝑙𝑟)} (14) 

ここで，Im(∙)は虚部を表し，Re(∙)は実部を表す．また，

𝛷̂𝑙𝑟は式(13)で算出されるモードベクトルの最大値を 1に
基準化したものである．振動モード形の正負は，式(14)
で算出される位相を用いて次式(15)により判定する． 

𝛷𝑙𝑟 = {
𝛷̂𝑙𝑟    (|𝜃̂𝑙𝑟| ≤

𝜋

2
)

−𝛷̂𝑙𝑟   (|𝜃̂𝑙𝑟| >
𝜋

2
)

(15)
 

ただし，上述の通り，インパルスハンマと PV85 の信
号処理時間の差に起因したわずかな時刻同期誤差が存在

する．この時刻同期誤差は位相の評価に誤差を生じさせ

る．特に，高次部材振動モードは，振動の節の数だけ位

相|𝜃̂𝑙𝑟|の𝜋/2に対する大小関係が変化するため，位相の

分布が複雑となり誤判定が生じやすい． 
本研究では，位相計算の際に一般的に用いられる入力

（インパルスハンマ）と出力（加速度計）の位相関係で

はなく，任意の加速度計の出力を位相 0の基準点と仮定
して位相を計算する．すなわち，1 つの基準点を設定し，
基準点加振時の伝達関数の位相を他のすべての加振点の

伝達関数の位相から差し引くことで時刻同期誤差の影響

を相殺する．任意自由度𝑝を基準点として設定した場合，

位相の基準化は次式で表される． 
𝜃̃𝑙𝑟 = 𝜃̂𝑙𝑟 − 𝜃̂𝑝𝑟 (16) 

様々な基準点の選定方法が考えられるが，本論文では， 
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図-4 加速度および加振力の計測波形 

 
図-5 加振力応答のフーリエスペクトル  

 
モードベクトルの振幅が 1（最大振幅）となる点を基準
点とした． 
 
 
3. モード同定結果と精度検証 

 

(1) 計測波形と時刻同期誤差の事前補正 

図-4 に計測波形の例として，ウェブ加振時のウェブ

（ch1）の加速度波形およびインパルスハンマの加振力
波形を示す．衝撃加振とともに，自由振動が励起され，

0.5秒程度で十分に減衰する． 
図-5は加振力のフーリエスペクトルを示す．なお，ス

ペクトルは，加振力最大時点から 1秒間の波形を用いた．
評価対象とした 1000Hz 程度までほぼフラットな周波数
特性で十分な加振力が得られている． 

図-6に加速度計 ch4近傍を加振した際の ch4の加速度
および加振力波形を最大値を 1に基準化して示す．補正
前の加速度応答の最大値は，加振前に励起されている．

これは，チャージアンプ（加振力）とプリアンプ（加速

度計）における処理速度の相違による．本研究では位相

基準化を導入しているが，加振前に応答が現れることは

物理的にあり得ず，波形の切り出しによっては伝達関数

が正しく計算できないため，ここでは事前に加速度時系

列の時刻を大まかに補正した．加速度計近傍を加振した 

際の加振力最大と加速度最大の時点は，いずれのケース

でも 0.003 秒程度であった．したがって，伝達関数を正
常に計算すること（周波数分析用に切り出す波形から加

速度波形のピークが欠落しないこと）を目的とし，加速

度応答波形の時間軸を 0.004 秒遅らせる遅延処理を行っ
た．この遅延処理は PV85 で計測されたすべての加速度
応答時系列に対して行った． 

 
(2) 各部材の固有振動数の同定結果 

伝達関数から固有振動数の同定を行った．伝達関数は

遅延処理済みの加速度時系列における加振力最大時点か

ら 1秒間を切出し分析に用いた．振動モードの同定にお
いては，対象とする部材内に設置された加速度計の測定

波形を用いることで，他部材が伝達関数の計算経路に介

在することで生じる誤差の低減を図った． 
図-7 にウェブ，下フランジおよびパネル全体を加振

（図-3 参照）した際の伝達関数の包絡線を示す．なお，

ウェブ，下フランジおよび全体の基準点は，ch1（ウェ
ブ），ch4（下フランジ），および ch11（レール）であ
る．本来であれば，各部材単体であろうと，パネル全体

であろうと，固有モードに変化はない．最終的な目的か

らすれば，レールに設置した ch11 を基準点としたパネ
ル全体の振動モードが同定できれば十分である．ただし，

多点加振と相反定理による同定結果の精度および有効性

の検証事例は現時点では十分ではない．これを踏まえ，

既往の同定法との比較による精度検証を比較的単純なウ

ェブおよび下フランジの各部材で行うため，ウェブおよ

び下フランジの分析を実施している点に留意されたい． 
また，本研究では膨大な数の伝達関数から固有モード

に対応する振動数を漏れなく抽出するために，各部材も 

 
図-6 同期誤差および遅延補正 

 
図-7 伝達関数 

最大値ズレ：約3ms 

補正量4ms 

(a)  ウェブ 

(b) 下フランジ 

(c) 全体 

(a)  ウェブch1 (b)  インパルスハンマ 
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しくはパネル全体におけるすべての加振ケースで算出し

た伝達関数のうち，各振動数で最大のもの（すなわち，

包絡線）を図-7に示すとともに，この包絡線のピーク振

動数から固有振動数を抽出した．なお，各振動数でどの

箇所（どの加振位置）が大きな振幅を有するかの情報は

この後で同定される振動モード形により明らかにされる． 
表-1に図-7の伝達関数の包絡線から読み取ったピーク

振動数（ウェブ 4つ，下フランジ 4つ，全体 8つ）を示
す．なお，100Hz 以下にもいくつかのピークが存在する
が，提案手法による高次部材振動モードの同定精度を検

証する目的から，表には各部材の 100Hzを超えるピーク
振動数を示した．また，広い振動数帯で精度検証をする

ために，1000Hz程度のピーク振動数も示している． 
以下では表-1に示す振動モードのうち，まずウェブお

よび下フランジの振動モード同定結果を4.(3)とその精度

検証結果を 4.(4)および(5)に示したうえで，パネル全体

の振動モード特性の同定結果と考察を 4.(6)に示す． 
 
(3) 各部材の振動モード形の同定結果 

図-8および図-9にウェブと下フランジで提案手法によ

り同定した振動モードのうち表-1に示した主要な振動モ

ードにおける振動モード形の同定結果を示す．なお，各

モードには番号を付与した．図中の下フランジの振動モ

ード形は，ウェブとフランジの接合部において振幅が 0
となるように補間をしている． 

図-8はウェブ水平および鉛直方向に異なる数の複数の

腹を有する振動モード形の同定結果を示している．例え

ば，モードW3は，水平および鉛直に 3つの腹を有する
3×3 次の振動モードであることがわかる．また，3×7
次の非常に複雑かつ多くの腹と節を有するような

1000Hzを超える振動モードW4も同定できている．理論
的にはこのような振動モード形の存在が指摘されている

ものの 8)，実構造物において実証的に示した事例は少な

く，多点加振と相反定理に基づく提案手法の有効性がよ

く表れた結果であるといえる．サンプリング定理より，

振動モード形の 1波長が加振点間隔の 2倍以上である場
合，提案手法による振動モード形の同定が可能である．

ここから，図-3に示す加振点配置においてモードW4は
鉛直方向に対して，同定可能な最も複雑な振動モード形

だといえる． 
図-9に示す下フランジの振動モード形の同定結果から

も各振動モードにおける腹および節の位置を確認できる．

161HzのモードL1では左右の下フランジが逆対称に振動
するが，モードL2およびモードL3は左右の下フランジ
が対称に振動する傾向にある．また，1007Hz のモード
L4 は腹と節の数が増加するほか，片側下フランジのみ
が振動する傾向を確認できる．また，下フランジ端部に

は図中青囲いで示す位置にガセットプレートが取付けら

れている（図-2参照）．振動モード形を見ると，モード

L1および L2はこの箇所のモード振幅が小さいことを確
認できる．一方でモードL3およびL4ではガセットの箇
所でも一定のモード振幅が励起されており，振動数によ

りガセットの影響が異なることを確認できる． 

表-1 部材ごとの固有振動数 

ウェブ 
[Hz] 

下フランジ 
[Hz] 

パネル全体 
[Hz] 

W1：125 L1：161 A1：164 A5：524 
W2：333 L2：404 A2：224 A6：574 
W3：455 L3：548 A3：276 A7：667 
W4：1249 L4：1007 A4：487 A8：920 

 

(a) モードW1：125Hz (c) モードW3：455Hz  (d) モードW4：1249Hz (b) モードW2：333Hz 

 図-8 提案手法によるウェブのモード同定結果 

 (a) モードL1：161Hz  (b) モードL2：404Hz  (c) モードL3：548Hz  (d) モードL4：1007Hz 

 図-9 提案手法による下フランジのモード同定結果 

ガセット部 
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(4) 位相基準化の効果 

位相基準化の効果検証のために，式(16)による位相基
準化の有無で振動モード形を比較した．なお，複雑な振

動モードは効果を把握しづらいため，ここでは比較的低

次の振動数 125Hzのウェブの振動モードの例を示す． 
図-10 に位相基準化の有無がウェブの 125Hz の振動モ

ード形に及ぼす影響を示す．図中赤点は加振箇所である．

125Hzの振動モード形はウェブの鉛直方向に 2次を示す
が，位相基準化を行わない場合の図-10(b)はウェブ下部

で正負が反転し，振動モード形が歪んでしまう． 
図-11 に位相基準化の有無による当該モードの位相の

分布の変化を示す．なお，位相は 0～πまでの絶対値を
コンター表示した．位相基準化をしない同図(b)は，式

(15)の正負判定の境界である𝜋/2に近い位相を示す加振
点が広く分布し，わずかな位相の違いにより振動モード

形の正負が見かけ上反転する．一方で，位相基準化後の

同図(a)は𝜋/2 付近の位相を持つ加振点が大幅に消失し，

よりロバストな振動モード形の同定が可能となっている．

ここでは典型的な例を示したが，この影響は高次モード

ほど顕著であった．なお，前節までで示した振動モード

形はすべて位相基準化したものである． 
 
(5) 従来手法との比較による精度検証 

提案手法の精度検証のために，従来手法で同定された

振動モード形および固有振動数の比較を行った．従来手

法として，多点計測に基づく高精度モード同定法とされ，

実績のある Eigensystem Realizetion Algorithm9)（以下，ERA）
を用いた．詳細については文献 9), 10)を参照されたい．こ

こでは，ウェブおよび下フランジを対象に提案手法と

ERAの結果を比較した．なお，提案手法では3.(3)で示し

た同定結果を，ERA では各部材に設置された計測点を

用いて同定した結果を比較に用いた． 
図-12および図-13に ERAにより同定したウェブと下

フランジの固有振動数および振動モード形をそれぞれ示

す．なお，図中に示した固有振動数は複数ケースに

ERAを適用して得られた同定結果の平均値である． 
図-12 はウェブの同定結果であり図-8 と対応する．

ERA の結果は加速度計の設置位置のみであり多少見づ

 (a) モードW1-E：129Hz 

（提案手法：125Hz） 

 (b) モードW2-E ：338Hz 

（提案手法：333Hz） 

 (c) モードW3-E ：451Hz 

（提案手法：455Hz） 

 (d) モードW4-E： 1255Hz 

（提案手法：1249Hz） 

 図-12 ERAによるウェブのモード同定結果 

 (d) モードL4-E：1012Hz 

（提案手法：1007Hz） 

 (c) モードL3-E：551Hz 

（提案手法：548Hz） 

 (b) モードL2-E：412Hz 

（提案手法：404Hz） 

 (a) モードL1-E：158Hz 

（提案手法：161Hz） 

 図-13 ERAによる下フランジのモード同定結果 

(a) 位相基準化 (b) 位相基準化無 (a) 位相基準化 (b) 位相基準化無 

図-10  振動モード形状（125Hz） 図-11  位相分布（125Hz） 
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らいが，同位置における図-8 の同定結果の振幅は ERA
の結果と概ね一致する．図-13 は下フランジの同定結果

であり，図-9と対応する．下フランジの 400Hzを超える
比較的高次の複雑な振動モードにおいても，固有振動数

および振動モード形（モード振幅）は，提案手法と

ERAで精度よく一致することを確認できる． 
 

(6) パネル全体の振動モード形の同定結果  

以上の検証結果を踏まえ，ここではレールに設置した

加速度計 ch11 を基準点とした場合の当該パネルの上フ
ランジ，ウェブ，補剛材，下フランジの連成を踏まえた

振動モード形の同定を行った．なお，相反定理により入

力と出力が入れ替わっているため，本結果はレールが加

振された場合の励起される当該パネルの振動モードと等

価である． 
図-14 に表-1 に示した振動モードにおけるパネル全体

の振動モード形を示す．なお，上フランジや下フランジ，

補剛材のウェブとの接合部は振幅 0と仮定している．図

-7(c)より，伝達関数に明確なピークがなく，隣接モード

の連成による影響が懸念されたが，複雑な振動モード形

が同定されていることが確認できる． 

図-14 から，周波数ごとに主に振動する部材が変化す

る傾向を確認できる．大別すると，250Hz 程度まではウ
ェブの振動が卓越し，250Hzから 550Hz程度までは上フ
ランジとウェブの連成モード，550Hz 以上では上フラン
ジもしくは補剛材が卓越する傾向にある． 
図-14 のウェブの振動モード形に着目すると，ウェブ

中央および鉛直方向中心に節を有する振動モードを多く

確認できる．このような振動モードは，振動が大きいと

予測される部材中心付近に着目する典型的な加速度計配

置では捉えることができない可能性が高い．実際に，今

回のウェブの計測点配置における ERA 法での同定結果

にはモードA4やA5は含まれていなかった． 

走行列車加振はレールから締結装置を介して導入され

るため，上フランジにおける締結部（上フランジの y軸
両端）のモード振幅に着目すれば，断片的ではあるが，

入力への応答感度の観点から列車通過時に卓越されやす

い振動モードや部材に関して考察が可能である．具体的

には図-14の(d)から(h)に示す振動モードA4からA8は上
フランジの締結装置部分とそれ以外の部分が逆位相で振

動する．また，A4 およびA5は上フランジだけでなくウ
ェブの高次振動モードと連成し，ウェブでも比較的大き

い振動が励起されることが想定される．構造物音の観点

では，部材面積の大きいウェブの振動はより大きな構造

物音の発生要因となりかねない 2)．ただし，列車通過時

の振動は走行車両の車軸配置 11)やレール凹凸の周期性 12)

と列車の走行速度から定まる加振振動数の影響も存在す

るため，今後，列車通過時の振動計測結果とともに，レ

ール凹凸や騒音測定結果と合わせたより詳細な分析が必

要である．これについては，今後別の機会に発表するこ

ととしたい． 
 
 

4. まとめ 

 

本研究は，騒音や疲労との関連が指摘されながらも未

解明のまま残されていた鋼橋の高次部材振動モードを実

証的に明らかにするための手法を提案するとともに，実

橋梁へ適用し，有効性と精度の検証，複雑な振動モード

形の同定を行った．得られた結果を以下に示す． 

(1) 時間的・空間的な制約の大きい鉄道橋の現地計測

で適用可能，かつ鋼橋の複雑な高次部材振動モー

(e) モードA5：524Hz (f) モードA6：574Hz (g) モードA7：667Hz (h) モードA8：920Hz 

(a) モードA1：125Hz (b) モードA2：224Hz (c) モードA3：276Hz (d) モードA4：487Hz 

図-14  対象パネル全体の振動モード 
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ドを同定可能な多点加振と相反定理に基づく同定

法を構築した． 
(2) 高周波の高次部材振動モードの同定に大きな影響

を及ぼすインパルスハンマと加速度計間の時刻同

期誤差を相殺する位相基準化法を提案した． 
(3) 提案手法により同定された実鋼橋のウェブおよび

下フランジの100～1000Hz程度までの振動モードの
固有振動数および振動モード形は，高精度モード

同定法とされる ERA の結果と良好に一致すること
を確認した． 

(4) 提案手法により，ウェブの鉛直方向7次＋水平方向
3 次を示す 1000Hz を超える振動モードなど，これ
まで理論的にしか示されてこなかった高次部材振

動モードを同定できることを実証的に示した． 
(5) 提案手法により，各部材のみならずパネル全体の

連成振動モードを同定可能であるとともに，振動

モード形に基づく分析から対象橋梁では 450Hz 以
上の振動モードでレールからの入力に対して感度

が高いと想定されること，250Hzから 550Hzまでの
振動モードでは上フランジとの連成によりウェブ

の高次部材振動モードが大きく振動する可能性が

あることを明らかにした． 
当該橋梁では，多点加振のほか，列車通過時の加速度，

騒音を合わせて計測している．また，別途レール凹凸の

測定も実施していることから，今後，本研究で得られた

結果と列車通過時のレール・構造物の振動・騒音性状に

ついて包括的な分析を実施していく予定である． 
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HIGH-ORDER LOCAL MODE IDENTIFICATION OF STEEL I GIRDER 

RAILWAY BRIDGE BASED ON RECIPROCAL THEOREM AND MULTI-POINT 
EXCITATION 

 
Takuma KUSHIYA, Kodai MATSUOKA, Tsutomu WATANABE, Kenji NARITA, 

Kazuhiro KAJIHARA and Kenya MORI 
 

High-order local mode of steel railway bridges can affect to the structural born noise and/or fatigue dam-
ages. However, the empirical analysis is difficult because of the restriction of sensor number and synchro-
nization errors between various sensors. Authors proposed a original identification method, which utilize 
the Maxwell’s reciprocal theorem and multi-point excitations, for the high-order local modes with fewer 
sensors for high-applicapability of field measurement. In addition to the method, a phase normalization 
method is also proposed in order to decrease the influence of time-synchronization errors. The effectness 
and advantages of the proposed methodology were verified by applying to a actual railway steel girder. The 
modal shapes and frequencies of high-order local vibration mode up to about 1000 Hz were identified by 
proposed method and these frequencies corresponded with results which were obtained by conventional 
method with high accuracy. 
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